（様式第１号）

平成　　令和　　年　　月　　日　

プ ロ ポ ー ザ ル 参 加 表 明 書

　水戸市長　様

（代表者）所在地
　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　担当者
　　　　　　　　　　　　　　電話番号


令和　　年　　月　　日付けで公告された、国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事の公募型プロポーザル方式による事業者の選定について提案書の提出を希望するので、国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事に係る公募型プロポーザル実施要領を確認し、了解の上遵守することを約し、関係書類とともに参加表明書を提出します。


[bookmark: _Toc388970365][bookmark: _Toc248899956]（様式第２号）

令和　　年　　月　　日

委　任　状

水戸市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
構成員　　　　　　
　　　　　　　所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞
構成員　　　　　
　　　　　　　所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞



私達は、下記のものに国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事のプロポーザルに関し、次の権限を委任します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
代表者（施工者）
　　　　　　　所在地　　
　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　
　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞


委任事項
１　応募書類等の提出について
２　ヒアリング等について
３　その他、当プロポーザルに関する一切の手続等





次の書類を添付すること。
１　参加全企業の商業登記簿謄本（又は現在事項全部証明書）（発行日から３ヶ月以内のもの）
２　参加全企業の印鑑登録証明書（発行日から３ヶ月以内のもの）


（様式第３－１号）

応 募 者 構 成 概 要 表


　応募者の構成（構成Ａ　１者の場合）　
	建設工事
設計業務
工事管理業務
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




　応募者の構成（構成Ｂ　２者の場合）　
	建設工事
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	設計業務
工事監理業務
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




　応募者の構成（構成Ｃ　２者の場合）　
	建設工事
設計業務
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	工事監理業務
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞




（様式第３－２号）

応 募 者 構 成 概 要 表


　応募者の構成（構成Ｄ　３者の場合）　
	建設工事
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	設計業務
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	工事監理業務
	所在地
	

	
	商号又は名称
	

	
	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



[bookmark: _Toc388970366][bookmark: _Toc388970367]
（様式第４号）

代表者資格確認書

	代表者
	商号又は名称
	

	
	担当者名
	

	
	所属
	

	
	所在地
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	資格
	資格名
	

	
	
	登録番号
	

	施工実績
(80㎡以上)
	工事名
	

	
	発注者
	

	
	施工場所
	

	
	請負金額
	

	
	工　　期
	

	
	工事概要
	


注１）一級建築施工管理技士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。
注３）記載した工事の履行及び内容が確認できる資料を添付すること。
注４）施工実績は、適宜枠を追加し、工事件数を増やすこと。



（様式第５－１号）

設計業務に関する資格確認書

	１　設計業務基本要件

	商号又は名称
	

	建築士事務所
登録
	級　　別
	

	
	登録番号
	

	建築士在籍人数
	一　級
	

	
	二　級
	

	注１）登録を確認できる資料（登録証の写し）を添付


２　受注実績（参考資料　直近1件を記入）

	施設名又は業務名
	

	建築場所
	

	最終契約額
	

	発注者
	

	履行期間
	年 　 月　  日　　～　　　　年　  月　  日

	構造及び延べ面積
	

	

３　手持ち業務（参考資料　手持ち業務がある場合3件まで記入）

	発注者
	構造
	延床面積

	
	
	

	
	
	

	
	
	





（様式第５－２号）

設計管理技術者に関する資格確認書

	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	

	業務経験
	施設又は業務名
	

	
	建築場所
	

	
	最終契約額
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年 　 月　  日　　～　　　　年 　 月 　 日

	
	従事役職
	

	
	構造及び延べ面積
	

	※延べ面積80㎡以上の公共施設又は民間施設の実施設計業務を完了した実績を記入すること。


注１）一級建築士又は二級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。
注３）記載した業務の履行及び内容が確認できる資料を添付すること。


（様式第５－３号）

設計主任技術者に関する資格確認書

　建築（総合）
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）一級建築士又は二級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注３）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。

　建築（構造）
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）一級建築士又は二級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注３）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。



（様式第５－４号）

設計主任技術者に関する資格確認書

　電気設備
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）設備設計一級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。

　機械設備
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）設備設計一級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。


（様式第６－１号）

工事監理業務に関する資格確認書

	１　工事監理業務基本要件

	商号又は名称
	

	建築士事務所
登録
	級　　別
	

	
	登録番号
	

	建築士在籍人数
	一　級
	

	
	二　級
	

	注１）登録を確認できる資料（登録証の写し）を添付


２　受注実績（参考資料　直近1件を記入）

	施設名又は業務名
	

	建築場所
	

	最終契約額
	

	発注者
	

	履行期間
	年 　 月　  日　　～　　　　年　  月　  日

	構造及び延べ面積
	

	

３　手持ち業務（参考資料　手持ち業務がある場合3件まで記入）

	発注者
	構造
	延床面積

	
	
	

	
	
	

	
	
	





（様式第６－２号）

工事監理管理技術者に関する資格確認書

	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	

	業務経験
	施設又は業務名
	

	
	建築場所
	

	
	最終契約額
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年 　 月　  日　　～　　　　年 　 月 　 日

	
	従事役職
	

	
	構造及び延べ面積
	

	※延べ面積80㎡以上の公共施設又は民間施設の実施設計業務を完了した実績を記入すること。


注１）一級建築士又は二級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。
注３）記載した業務の履行及び内容が確認できる資料を添付すること。


（様式第６－３号）

工事監理主任技術者に関する資格確認書

　建築（総合）
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）一級建築士又は二級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注３）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。

　建築（構造）
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）一級建築士又は二級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注３）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。



（様式第６－４号）

工事監理主任技術者に関する資格確認書

　電気設備
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）設備設計一級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。

　機械設備
	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	年　　月　　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	


注１）設備設計一級建築士の資格を確認できる資料（資格証の写し）を添付すること。
注２）上記資格によらない場合は、実務経験５年以上の確認できる資料を添付すること。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。


[bookmark: _Toc388970369]
（様式第７－１号）

建設工事に関する資格確認書

	１　建設工事基本要件

	商号又は名称
	

	建設業許可
	許可番号
	

	
	許可の有効期間
	

	
	建設業の種類
	

	営業所における専任技術者
	

	本工事の現場代理人
	

	注１）建設業許可通知書、経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書（経営事項審査）の写しを添付すること。
注２）現場代理人について、３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。


２　受注実績（参考資料　直近1件を記入）

	施設名又は業務名
	

	建築場所
	

	最終契約額
	

	発注者
	

	工事期間
	年 　 月　  日　　～　　　　年　  月　  日

	構造及び延べ面積
	

	

３　手持ち業務（参考資料　手持ち業務がある場合3件まで記入）

	発注者
	構造
	延床面積

	
	
	

	
	
	

	
	
	





（様式第７－２号）

工事主任（監理）技術者に関する資格確認書

	商号又は名称
	

	技術者氏名
	
	生年月日
	

	雇入れ年月日
	　　　年　月　日　（直近の雇入れ年月日を記載すること。）

	資格
（名称・取得年月日・登録番号）
	

	手持ち工事の有無
	　有　 ・ 　無　
	現場代理人の兼務
	　する　 ・ 　しない

	工事経験
	施設名又は工事名
	

	
	建築場所
	

	
	最終契約額
	

	
	発注者
	

	
	履行期間
	年　  月　  日　　～　　　　 年　  月　  日

	
	従事役職
	

	
	構造及び延べ面積
	

	※延べ面積80㎡以上の公共施設又は民間施設の建築工事を完了した実績を記入すること。


注１）一級建築士又は一級建築施工管理技士の資格を確認できる資料（資格証等の写し）を添付す
ること。
　　　なお、監理技術者の場合は、監理技術者資格証及び監理技術者講習修了証の写しを添付する
こと。
注２）３か月以上の雇用を確認できる資料（雇用保険被保険者資格取得等確認通知書及び健康保険・
厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書の写し）を添付すること。
注３）記載した業務の履行及び内容が確認できる資料を添付すること。
[bookmark: OLE_LINK1][bookmark: OLE_LINK2]
（様式第８号）

令和　　年　　月　　日　

暴力団排除に関する誓約書


所在地
商号又は名称
代表者　　　　　　　　　　　　㊞

国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事に係る公募型プロポーザルへの参加に当たって、水戸市建設工事等からの暴力団等の排除に関する要項（平成20年水戸市告示第16号）第２条各号に規定する者又は次に掲げる者でないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

（１）　暴力団員が事業主又は役員となっている者

　（２）　暴力団員以外の者が代表取締役を務めているが、実質的には暴力団員がその運営を支配している者

　（３）　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用し、又は使用している者

　（４）　暴力団員であることを知りながら、その者と下請契約、資材、原材料等の購入契約を締結している者

　（５）　暴力団又は暴力団員に経済上の利益や便宜を供与している者

　（６）　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会通念上ふさわしくない交際を有するなど社会的に非難されるべき関係を有している者




[bookmark: _Hlk174710928][bookmark: _Toc357538875]（様式第９号）

質　疑　書
令和　　年　　月　　日
水戸市長　様

所  　在 　 地　　　　　　　　　　　　　　　　
商号 又は 名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代  　表  　者　　　　　　　　　　　　　　　　
担  　当  　者　　　　　　　　　　　　　　　　
所 属 ・ 役 職　　　　　　　　　　　　　　　　
電  話  番  号　　　　　　　　　　　　　　　　
メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　

　国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事について、以下の質疑を提出します。
	番　号
	質問内容

	１
	




	２
	




	３
	





※質疑の受付期間は令和８年10月１日（木）から令和８年10月７日（水）午後５時までです。原則として、電子メール以外の方法による質問は受け付けません。
※質問項目が足りない場合は番号や質疑書の枚数を増やしてください。
【事務局】
住　所　　 〒310-8610 茨城県水戸市中央1-4-1
部署名　　 水戸市都市計画部公園緑地課
電話番号　 029-224-1111(内線3491)
電子メール parks.fore@city.mito.lg.jp


（様式第10号）

令和　　年　　月　　日　

　水戸市長　様

所　 在 　地
商号又は名称
代　 表　 者　　　　　　　　　　　　　㊞


辞　　退　　届

　次の工事の公募型プロポーザル方式に係る提案を都合により辞退します。


工事名　国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事


（様式第11号）

　水戸市長　様

提　出　意　思　確　認　書

令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号または名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　㊞



令和　　年　　月　　日付けで公告のあった下記の工事について提案書の提出意思がありますので、提出意思確認書を提出します。

記

　工事名　国補東部公園スポレクゾーン事務棟新築工事



（様式第12号）
平成　　令和　　年　　月　　日　
　水戸市長　様

　　　　　　　　　　　　　　（提出者）所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

技　術　提　案　書
	評価項目
	提 案 内 容

	施工実績
	

	配置技術者
	

	事業立案計画
	

	施工体制
	

	事業工程
	

	建築計画
	

	施設計画
	

	環境性
	

	耐久性
	

	設備計画
	

	防火設備
	

	建築維持管理
	

	意匠
	

	建築基礎
	

	外構
	

	施工計画
	

	品質管理
	

	工程管理
	

	安全管理
	

	自由提案
	


※ 別紙とする場合は、用紙はＡ４縦、横書き、文字サイズ10.5ポイント以上とする。
※ 技術提案書の作成に当たり、必要に応じて、図表・イメージ図等を添付すること。


[bookmark: _Toc388970377]（様式第13号）参加者番号：


建 築 計 画 概 要 書

	１　全体概要

	敷地面積
	188,276.67㎡
	

	建築面積
	㎡
	建ぺい率
	％

	延べ面積
	㎡
	容積率
	％

	


２　施設別概要

	
	事務棟

	棟　数
	１棟

	階　数
	平屋

	最高の高さ
	ｍ

	建築面積
	㎡

	床面積　　計
	㎡

	　事務室及び会議室
	㎡

	　小ホール及び廊下
	㎡

	男子トイレ
	㎡

	　女子トイレ
	㎡

	　多目的トイレ
	㎡

	構造
	

	屋根材
	

	床材
	

	基礎構造
	

	


[bookmark: _Toc388970378]
（様式第14号）

設　計　図　書



	図面リスト

	様式番号
	図面名称
	縮尺

	14-1
	配置図
	任意

	14-2
	平面図
	1／150

	14-3
	立面図
	1／150

	14-4
	断面図
	1／150

	14-5
	展開図
	1／150

	14-6
	仕上表（内外装とも）
	―



※本様式を表紙とし、上記リストの図面を、本様式以降に添付すること。
※各図面は、Ａ３版とし、用紙の左上に様式番号と図面名称を記載すること。



（様式第15号）

価　格　提　案　書

（１）提案価格
	提案価格　Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋消費税
	円

	[bookmark: _GoBack]注１）提案上限額合計（49,000,000円）以下で記載すること。
注２）内訳の合計と必ず一致させること。
注３）提案価格は内訳の合計に消費税を足し合わせること。

（２）事務棟建設の提案価格内訳

	種　類
	金額（円）
（消費税抜き）
	備考（項目）

	Ａ
	設計費
	円
	

	
	測量・調査費
	円
	

	
	各種申請手続き費
	円
	

	
	その他費用
	円
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	円
	

	Ｂ
	建築本体工事費（基礎工事含む）
	円
	

	
	建築設備工事費
	円
	

	
	仮設工事費
	円
	

	
	外構工事費
	円
	

	
	安全管理費等
	円
	

	
	その他工事費
	円
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	円
	

	Ｃ
	工事監理費
	円
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	小　　計
	円
	

	合　計
	円
	

	


　注１）各項目は例示であり、適宜欄を追加し、参加者の提案に応じた内容とすること。
　　　　ただし、必ずＡを「設計費」欄、Ｂを「工事費」欄、Ｃを「工事監理費」欄として分
け、それぞれの小計を算出し、Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝提案価格（消費税抜き）となるように記載すること。







（様式第16号）
事業工程表

	年月
項目
	令和　　年
	

	
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月
	　年　月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	注１）各項目の実施期間を実線で明示してください。又、各種申請、検査、工事着手、完了時期等を明示すること。
注２）各項目は例示であり、適宜欄を追加し、参加者の提案に応じた内容とすること。
注３）Ａ４版又はＡ３版横１枚に整理すること。



